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６ 高齢者の生活環境

（１）高齢者は住宅と生活環境に概ね満足
ア 高齢者の多くは現在の住居に住み続けるこ
とを希望
６０歳以上の高齢者の住宅の状況についてみる
と、居住年数が３１年以上のもの（「生まれた時
から」を含む）が５９．０％と６割近くを占めてい
る。一方、「５年以内」は６．５％となっており、
２０年以上の居住年数の長い人の占める割合は減
少傾向にある（図１－２－５９）。
６０歳以上の高齢者が、身体が虚弱化したとき
に望む居住形態についてみると、「現在の住宅
にそのまま住み続けたい」が３７．９％、「現在の
住宅を改造し住みやすくする」が２４．９％、「介
護を受けられる公的な施設に入居する」が
１７．９％となっており、現在の住宅に住むことを

希望している者は、６２．８％と半数以上を占めて
いる（図１－２－６０）。

イ 「身体機能が低下した場合に、現在住んでいる
住宅の住みやすさについて問題がある」が７割
身体機能が低下して、車いすや介助者が必要

になった場合を想定したときの、現在住んでい
る住宅の住みやすさについてみると、現在住ん
でいる住宅の住みやすさについてには問題があ
ると考えているものの割合（「多少問題がある」
と「非常に問題がある」の割合の合計）は、６０
歳以上の高齢者のうち７割近く（６６．２％）を占
めている。「住みやすい」とした割合（「住みや
すい」と「まあ住みやすい」の割合の合計）は
アメリカで６４．４％と最も高く、次いで、フラン
ス（４９．２％）、韓国（４６．４％）、ドイツ（４６．０％）、
日本（３３．５％）となっている（図１－２－６１）。

資料：内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」（平成１８年）
（注）全国６０歳以上の男女を対象とした調査結果

図１－２－５９ 居住歴
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資料：内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」（平成18年）
（注）調査対象は、全国60歳以上の男女
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図１－２－６０ 虚弱化したときに望む居住形態（複数回答）

図１－２－６１ 身体機能が低下した場合の住宅の住みやすさ

資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（平成１８年）
（注）全国６０歳以上の男女を対象とした調査結果
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資料：内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」（平成18年）より作成。
（注）１．調査対象は、全国60歳以上の男女。
　　　２．「用事がなければ外出しない」という選択肢は平成７年調査のみ。

（％）

平成17年調査

平成13年調査

平成７年調査

0 20 40 60 80 100

59.7

50.3

43.3

32.9 7.3

41.2 8.3 0.2

32.7 19.2 4.8

無回答

ほとんど毎日外出する ときどき外出する
用事がなければ外出しない ほとんど外出しない

0.2

ウ リフォームをしていないものが６割
内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意

識調査」（平成１８年）によると、過去５年のリ
フォームの経験についてみると、「改造（リ
フォーム）はしていない」が６０．３％となってい
る。リフォームの内容をみると、「塗装、防水
などの外壁の補修」が１４．５％と最も高く、次い
で、「瓦のふきかえなどの屋根の修復」が
１０．８％、「浴槽を入りやすいものに取替え」が
７．８％、「手すりの設置」及び「台所のコンロを
安全で使いやすいものに取替え」がそれぞれ
７．４％となっている。

（２）高齢者の安全・安心
ア 外出する機会が増加する一方、交通事故も
増加傾向
６０歳以上の高齢者の外出状況についてみる
と、「ほとんど毎日外出する」が５９．７％と６割
近くを占め、「ときどき外出する」は３２．９％、
「ほとんど外出しない」は７．３％となっている。
過去の調査と比較すると、「ほとんど毎日外出

する」の割合が増加している（図１－２－６２）。
６５歳以上の高齢者の交通事故死者数をみる
と、平成１９（２００７）年は２，７２７人で１４（２００２）
年より減少しつつあるが、交通事故死者数全体
に占める割合は年々増加しつつあり、１９（２００７）
年は４７．５％と統計が残る昭和４２（１９６７）年以降
で最高となっている（図１－２－６３）。
一方で、高齢運転者による交通事故件数につ

いてみると、運転免許保有者の増加や高齢者が
運転する機会が増加していることを背景として
年々増え続けている。６５歳以上の高齢運転者
（原付以上）による交通事故件数は、平成１８
（２００６）年は９９，８５３件と、１７（２００５）年に比べ
１．３％の増加となった（全年齢の計では５．１％の
減少）。１０年前の８（１９９６）年と比較すると、
６５歳以上の高齢者では２．２倍、７５歳以上の後期
高齢者では約３．３倍と、高い伸びを示している
（図１－２－６４）。

イ オレオレ詐欺・恐喝の被害者の約半数が高齢者
犯罪による６５歳以上の高齢者の被害の状況に

図１－２－６２ 高齢者の外出状況



資料：警察庁「交通事故統計」
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資料：警察庁「交通事故統計」
（注１）原付以上運転者（第一当事者）としての交通事故件数
（注２）第一当事者とは、事故の当事者のうち、過失の最も重い者又は過失が同程度である場合にあっては人身の損傷程度が最も軽い者をいう。
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図１－２－６３ 年齢層別交通事故死者数の推移

図１－２－６４ 高齢者による交通事故件数の推移（各年１２月末）
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資料：警察庁「平成18年の犯罪」 資料：消防庁「消防白書」
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ついて、刑法犯被害認知件数でみると、平成８
（１９９６）年は１０万２，６５４件であったが、１８（２００６）
年には１６万３，３２５件に増加している。実数とし
ては、近年減少傾向にあるが、全被害認知件数
の９．５％を占めており、緩やかな増加傾向にあ
る。
なお、振り込め詐欺・恐喝事件のうち、いわ

ゆるオレオレ詐欺・恐喝事件の平成１９（２００７）
年の認知件数は６，４３０件である。そのうち年齢
が判明している被害者６，３２９人を分析したとこ
ろ、６５歳以上の割合は５９．２％となっている。
また、警察庁の調べによると、還付金等詐欺

事件の平成１９（２００７）年の認知件数は２，５７１件
である。そのうち年齢が判明している被害者
２，４７２人を分析したところ、６５歳以上の割合は
５３．５％となっている。
６５歳以上の高齢者の火災による死者数（放火
自殺者を除く。）についてみると、平成１８（２００６）

年は８２６人であり、全死者数の５６．０％を占め、
１３（２００１）年以降、急激な増加傾向にある（図
１－２－６５）。

ウ 消費トラブルの被害が年々増加している
全国の消費生活センターに寄せられた契約当

事者が７０歳以上の相談件数は、平成１２（２０００）
年度は４３，３３６件であったのが年々増加し、１８
（２００６）年度は１３４，７３５件で、相談全体の１２％
を占めている（図１－２－６６）。また、寄せら
れた相談について販売方法・手口をみると、家
庭訪販が１３．７％、次いで電話勧誘が５．９％と
なっている。これは、高齢者が自宅にいること
が多いことが背景にあると考えられる。

エ 家庭内で虐待を受けている高齢者の８割が
「認知症あり」
家庭内で虐待を受けている高齢者（６５歳以上）

図１－２－６５ 犯罪、火災による高齢者の被害の推移



資料：（財）医療経済研究・社会保険福祉協会「家庭内における高齢者虐待に関する調査」（平成15年度）
（注）認知症のランクは、「痴呆性老人（認知症高齢者）の日常生活自立度判定基準」による。
　ランクⅠ：何らかの痴呆（認知症）を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。
　ランクⅡ：日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる。
　ランクⅢ：日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さがときどき見られ、介護を必要とする。
　ランクⅣ：日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする。
　ランクＭ：著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。
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資料：国民生活センター資料
（注）件数は、平成20年４月時点で国民生活センターに報告のあった相談件数
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についてみると、性別では女性が８割近くを占
め、年齢階級別では７５歳以上の後期高齢者が８
割を超えている。また、認知症のランク別で
は、介護等を必要とするランク III 以上がおよ
そ３割で、より自立度の高いランク I及び II
を含めた「認知症あり」では８割近くを占めて

いる（図１－２－６７）。
なお、虐待の加害者は、「息子」が３８．５％と

最も多く、次いで、「配偶者」１９．８％（「夫」
１４．７％、「妻」５．１％）、「娘」１４．５％、「息子の
配偶者（嫁）」１０．７％となっている。

図１－２－６６ 契約当事者が７０歳以上の消費生活相談件数

図１－２－６７ 虐待を受けている高齢者の属性
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65歳以上人口（万人）　　　65歳以上運転免許保有者数（千人）
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資料：警察庁交通統計資料

増加する高齢運転者と生活安心プロジェクトに
よる交通安全意識を高める国民運動

高齢者の交通安全対策については、平成１５年１月、小泉総理大臣（当時）が、重点的に取り組むこ
とを談話において表明し、同年３月、高齢運転者の交通安全対策などを柱とする「本格的な高齢社会
への移行に向けた総合的な高齢者交通安全対策について」（平成１５年３月２７日交通対策本部決定）が
定められ、各種取組が進められている。
７５歳以上の高齢者についてみると、運転免許保有者数は２８３万人（平成１９年１２月時点）と増加し、

７５歳以上の運転者の死亡事故発生率も高くなっている、などの状況がある。これを受けて、①７５歳以
上の高齢運転者の免許証更新時において認知機能検査を導入、②高齢者講習を受講することができる
期間を更新期間満了日の６月前に延長、③７５歳以上の高齢運転者の自動車運転時に高齢運転者標識
（いわゆる「もみじマーク」）の表示義務付け、などを内容とする道路交通法の改正が行なわれ、平
成１９年６月２０日公布されている（施行は公布の日から①、②は２年以内、③は１年以内）。７５歳以上
の高齢運転者は、免許証更新時の認知機能検査により、検査結果に基づいた高齢者講習の実施による
安全運転の支援や認知症の疑いがある場合には臨時適性検査を受けることになる。
さらに、平成１０年に導入された運転免許証の自主返納制度を促すため、独自の取組を行う地方自治

体が出てきている。中でも富山県富山市は、運転免許を全部自主返納する６５歳以上の運転者を対象
に、車に代わる公共交通機関の乗車券（２万円相当）等や運転免許証に代わる身分証明書となる顔写
真付住民基本台帳カード等の取得経費を支給する制度を設けている。
国民の１００人に一人が交通事故により死傷し、飲酒運転による死亡事故が大きな社会問題となると
ともに毎日交通死亡事故が発生しているという状況の中、福田内閣では、「生活安心プロジェクト」
の４つの国民運動の一つとして、悲惨な交通事故撲滅に向けた「交通事故死ゼロを目指す日」が設定
された。平成２０年は、２月２０日及び４月１０日（春の全国交通安全運動と連動した取組）の二日間とさ
れ、交通安全に対する国民の更なる意識の向上を図り、高齢者を含め、国民一人ひとりが交通事故に
注意して行動することにより、交通事故の発生を抑止し、近年の交通事故死傷者数の減少傾向を確実
なものとするため、岸田内閣府特命担当大臣自らが先頭に立った街頭キャンペーンなどが実施された。
今後、２．５人に１人が高齢者、４人に１人が７５歳以上の高齢者となることが予想される前例のない

高齢社会となる中では、意欲や能力のある高齢者が社会で活躍できる環境づくりのためにも、高齢者
等にとって重要な交通手段である地域公共交通の活性化・再生とともに、高齢者が安心して自動車を
運転し外出できるような道路交通環境の整備等を着実に進めていくことが重要である。

高齢者数及び６５歳以上の運転免許保有者数の推移


